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東北四県・東日本大震災復興フォーラム実

行委員会主催による「東日本大震災復興

フォーラムin東京」が開催され、約1,000人が

参加した。本会より、基調講演に冨山和彦副

代表幹事、パネル・ディスカッションに久慈竜

也幹事が登壇した。その概要を紹介する。

社会経済情勢を
先行する東北地方

東北地方の老齢人口、年少人口、生
産年齢人口の推移から、日本の地方全
体の姿が見て取れる。また年少・老齢
人口と生産年齢人口の比率を見ると、
東北では生産年齢人口の減少率が大き
いことが分かる。

その背景は明らかだ。日本全体で少
子・高齢化が進んでいる上に、東北で
は若年層が首都圏や仙台に流出する傾
向が続いているため、生産年齢人口の
減少と高齢化が先行して進んでいる。
また、かつては経済が収縮すると人手
が余るのが一般的だったが、今日では
経済収縮と人手不足とが同時に起こっ
ている。これは震災以前から東北で一
貫して見られたことだ。つまり、東北
が経験していることは震災を含めて日

本の最先端の課題だと
いえよう。

ローカル経済圏の
特徴と課題

アベノミクスでは、
大企業の収益が上がる

と果実がこぼれ落ちるように地域の経
済や中小企業が経済的に豊かになるト
リクルダウンが期待されたが、現実に
はその通りになっていない。そもそも
地方の産業構造が異なる。

日本の中小企業の90%は非製造業で
あり、大企業と垂直的な産業連関にな
い。トリクルダウンが起きやすいのは
残り10%の製造業であり、その影響は
わずかである。日本の経済の中心は、地
域に密着した観光や公共交通機関、小
売、卸、医療、介護といったローカル経
済圏（Lの世界）の企業で、日本のGDP
の7割を占めている。このような産業
のサービス化は、先進国共通のトレン
ドだ。加えて、雇用の8割もグローバル
経済圏（Gの世界）の企業ではなくLの
世界である。

Lの世界の特徴は、生産性と賃金が
非常に低い労働集約型産業が多いこと

だ。ここで問題となるのは、どうすれ
ば生産性を向上させて、賃金を高めて
いくことができるのか。すなわち仕事
の質を高めていくことが課題である。

だが、解決の余地はある。なぜなら、
それは経営者次第だからだ。Lの世界
の企業経営者にスーパースターは必要
ない。いくらコストがかかり、どれだ
けの収入があり、いかに顧客に満足し
ていただいているか、それら一つひと
つを考えて、こつこつと仕事をする。
それだけである。

復興および地方創生に
必要なリーダー

東日本大震災後、復旧については人
類史上まれに見るスピードで行われて
いる。だが、復興では難しい問題を抱
えているのが現状だ。原発事故による
帰宅困難区域や70代が多い漁業者の高
台移転がその典型である。復興に当
たっては、住民の気持ちや人生に寄り
添いながら、一方である種の決断を迫
るリーダーが必要となる。これは地方
創生にも共通する課題である。大事な
ことは、リーダーは長期的視野で住民
の合意に達しないと、結果的に多くの
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多様な主体による
復興に向けた取り組み

パネル・ディスカッションでは、海
外 の 食 品 産 業 関 係 者 や バ イ ヤ ー、
ジャーナリストへの情報発信と企業支
援、農産物の放射能検査と生産者の現
状、地域コミュニティづくりなど各専
門家から多岐にわたる活動の紹介と復
興促進のための提言が行われた。本会
の久慈竜也幹事は被災地の専門高校に
対 す る「IPPO IPPO NIPPON プ ロ
ジェクト」の活動の意義と実例につい
て語った。

本会によるIPPO IPPO NIPPONプ
ロジェクトでは、被災三県の専門高校
への実習機材支援を中心に行っている。
プロジェクトは2016年秋までの震災後
5年10期にわたる支援活動である。

なぜ、県立の専門高校に支援を行う
のか。それは、復旧、つまり原状回復
は国の補助金の対象だが、復興は対象

外だからである。例えば、これまで使
用していた製図板が被災し、現代の企
業では一般的なCADを導入しようと
しても補助金では購入できない。今後
の六次産業化には新しい農業生産技術
が必要とされているため、大型のトラ
クターを購入しようとしても対象外に
されるなど、社会のニーズに対応してい
ないのだ。そのほか、県の備品台帳に
記載されている物品は対象だが、それ
以外の小型の工具や部活で活用してい
たバスなどは対象外など、現実に即し
ていないという問題がある。

専門高校への支援は地域の経済活性
化につながるものである。実際に、岩
手県立高田高校や福島県立勿

な こ そ

来工業高
校では、地元での就職者数が進学者数
の二倍程度ある。

贈呈機材の実例と
活用実績

実習機材を寄贈した高校では新たな
商品開発に取り組むなど実績も上げて
いる。高田高校に高圧蒸気
殺菌・冷却装置など総額1
億3,000万円相当の機材を
贈った。これらを活用し「た
かこうサバカレー」を開発、
販売に至った。「平成25年度
いわて特産品コンクール食
品部門」でいわての物産展
等実行委員会会長賞を受賞
している。また、冷凍・冷蔵

庫を贈呈した宮城県農業高校では「伊
達なハイカラぎょーざ」を開発し、「第
2回ご当地！絶品うまいもん甲子園」で
農林水産大臣賞を受賞した。また同高
には通学に支障を来している生徒のた
めに通学バスのほか、トラクターなど
総額1億3,500万円相当の機材を贈った。

福島県立いわき海星高校では、津波
で校舎1階と実習棟が水没した。被災
した機材が使えなくなったため、四級
小型教習艇など総額1億6,500万円相当
の水上実習機材を贈呈した。この機材
で生徒が船舶免許を取得することがで
き、就職にも役立っている。

専門高校では、これらの実習機材が
ないと授業そのものが成立しない。こ
のほかの専門高校にも、さまざまな実
習機材を贈っている。

プロジェクトではそのほか、高校に
経済同友会の会員を派遣し、出張授業
も行っている。学校現場では高い評価
を得ており、次年度以降も継続する予
定だ。

人々の生活が壊れてしまう。この合意
と情意、どちらからも逃げずに板挟み

になるしかない、逃
げないで頑張りま
しょう、としかいえ
ないだろう。

そして最後は何を
判断基準とするか、
という哲学の問題に
なる。それは数十年
後あるいは百年後を

生きる人たちに、われわれが決断し実
行したことがどう評価されるのか。最

後はその視点に立って決断することが
現世における私たちの責任だ。

被災地では現在もさまざまな問題と
対峙しながらの生活が続いている。震
災を含め、東北で起きたことは日本中
どこでも起き得る。東北の未来は日本
全体の未来ととらえ、明日への新しい
光をどれだけ太く持続的なものにでき
るか。われわれの世代が子どもや孫な
ど将来を生きる人たちに恥じない生き
方をしていきたい。
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